（様式Ⅱ－６－０）
川越市なぐわし公園

温水利用型健康運動施設等整備運営事業

二次審査（事業者提案）
事業計画提案書

平成　年　月

（様式Ⅱ－６－１）

長期収支計画の前提－１

１．資金調達計画について

　　初期投資費の資金調達計画について記入すること。

	
	消費税抜き
	（備考）

	資金需要（初期投資費）(a)
	　　　　　　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　※１　

	一括支払分(b)
	　　　　　　　千円
	実施設計
	千円
	×

 70％

	
	
	施設工事
	千円
	

	
	
	外構工事
	千円
	

	割賦支払分(c)＝(a)－(b)
	　　　　　　　　　　　　千円
	

	資金調達
	出資金
	千円
	出資企業名及び出資割合：

（構成員以外も全て記入すること）

	
	外部借入
	千円
	借入先：

（検討している金融機関を記入すること）

	
	その他（　　　　　　）
	千円
	調達先等：             ※２

	
	資金調達合計(d)
	千円
	（備考）


・割賦支払分(c)と資金調達合計(d)が一致するように記入すること。(一致しない場合はその金額とその理由を「資金調達合計(d)」の備考欄に記載すること。)

・消費税及び地方消費税を除いた金額を記入すること。
※１　内訳を様式Ⅱ-６-３長期収支計画の前提－３の内訳に記入すること。

※２　その他資金調達方法を様式Ⅱ-６-２長期収支計画の前提－２に記入すること。

２．外部借入等について

　　外部借入等について、内訳が分かるよう借入先別に借入条件等を記入すること。

	外部借入等
	千円
	
	民間金融機関（金融機関名）
	千円

	
	
	
	借入条件

（借入時期、期間、金利等）
	

	
	
	
	その他金融機関（金融機関名）
	千円

	
	
	
	借入条件

（借入時期、期間、金利等）
	

	
	
	
	その他社債等
	千円

	
	
	
	調達条件

（社債種類、調達時期、期間、利率等）
	


・現在検討している金融機関名あるいは社債内容等について具体的に記入すること。

	提案受付番号：


（様式Ⅱ－６－２）

長期収支計画の前提－２

	３．その他資金調達方法について

その他、資金調達手法として検討している手法がある場合は、記入すること。



	４．建中のつなぎ融資について

建中に外部借入する場合は、記入すること。



	５．関心表明について

金融機関から「関心表明」あるいは融資の確約が得られている場合は、関心表明書の写し等を本頁に続けて添付すること。


	
	

	
	提案受付番号：


（様式Ⅱ－６－３）

長期収支計画の前提－３

６．資金需要（初期投資費）の内訳

	内容
	金額（千円）
	積算根拠

	設計費
	
	

	工事監理費
	
	

	建築工事費
	
	

	設備工事費
	
	

	外構工事費
	
	

	備品費
	
	

	開業に伴う費用
	
	

	融資組成手数料
	
	

	建中金利
	
	

	予備費
	
	

	合　計
	
	


・消費税及び地方消費税を除いた額を記入すること。

・金額は、千円未満切捨てで記入すること。

・他の見積書、事業計画提案書等と整合性をとった形で記入すること。

・必要に応じ、適宜項目を追加すること。

	提案受付番号：


（様式Ⅱ－６－４）

長期収支計画の前提－４

７．収入の前提について

長期収支計画のうち、収入部分の内訳及び前提を記入すること。

①サービス購入料算定対象業務に係わる収入

	内容
	金額（千円）
	積算根拠

	サービス購入料
	
	

	施設利用料金収入
	
	

	
	個人利用
	
	

	
	専用利用
	
	

	
	自主事業収入（施設利用料金）
	
	

	その他収入
	
	

	合　計
	
	


②サービス購入料算定対象外業務に係わる収入

・自主事業

	内容
	金額（千円）
	積算根拠

	自主事業収入（施設利用料金除く）
	
	

	その他収入
	
	

	合　計
	
	


・物品販売、飲食提供業務

	内容
	金額（千円）
	積算根拠

	物品販売業務収入
	
	

	飲食提供業務収入
	
	

	その他収入
	
	

	合　計
	
	


・消費税及び地方消費税を除いた額を記入すること。

・金額は、千円未満切捨てで記入すること。

・「施設利用料金収入」の自主事業収入（施設利用料金）には、自主事業で利用者から徴収する参加料金に含む個人利用の施設利用料金収入を記入すること。※

・「自主事業収入（施設利用料金除く）」には、自主事業で利用者から徴収する参加料金から個人料金の施設利用料金を差し引いた金額を記入すること。※

※上記二つの事項については、要求水準書101ページ“イ”を参照すること。

・収入等は開業２年度目を記入すること。

・可能な範囲で具体的に記入すること。

・必要に応じ、適宜項目を追加すること。

・他の見積書、事業計画提案書等と整合性をとった形で記入すること。

・積算根拠は、他の見積書、事業計画提案書等に記入している場合は、その旨を明記すること。

	提案受付番号：


（様式Ⅱ－６－５）

長期収支計画の前提－５

８．支出の前提について

長期収支計画のうち、支出部分の内訳及び前提を記入すること。

①サービス購入料対象業務に係わる支出

	内容
	金額（千円）
	積算根拠

	維持管理業務費
	
	

	運営業務費（自主事業経費除く）
	
	

	その他経費
	
	

	割賦原価 ※１
	
	

	支払利息
	
	

	　合　計
	
	


②サービス購入料算定対象外業務に係わる支出

・自主事業

	内容
	金額（千円）
	積算根拠

	自主事業経費
	
	

	その他経費
	
	

	合　計
	
	


・物品販売、飲食提供業務

	内容
	金額（千円）
	積算根拠

	物品販売業務経費
	
	

	飲食提供業務経費
	
	

	その他経費
	
	

	合　計
	
	


　

・消費税及び地方消費税を除いた額を記入すること。

・金額は、千円未満切捨てで記入すること。

・支出等は開業２年度目の金額を記入すること。

・保険料は、付保の対象の業務費用として計上することとし、保険種類、付保金額、保険料率等を記入すること。
・可能な範囲で具体的に記入すること。

・必要に応じ、適宜項目を追加すること。

・他の見積書、事業計画提案書等と整合性をとった形で記入すること。

・積算根拠は、他の見積書、事業計画提案書等に記入している場合は、その旨を明記すること。

　※１　取得原価、割賦方法等を記入すること。

	提案受付番号：


（様式Ⅱ－６－６）
長期収支計画表
　①サービス購入料算定対象業務　　　
　　
             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	
	Ｈ22
	Ｈ23
	Ｈ24
	Ｈ25
	
	
	
	
	Ｈ36
	Ｈ37
	Ｈ38

	（年度）

科目　　　　　　　　　　　　　　（開業後年度)
	2010
	2011
	2012
	2013
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	2024
	2025
	2026

	
	
	
	１
	2
	
	
	
	
	13
	14
	15

	収

支

計

画
	収入計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	サービス購入料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	施設利用料金収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	個人利用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	専用利用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	自主事業収入（施設利用料金）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支出計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	維持管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運営業務費（自主事業経費除く）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	割賦原価
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支払利息
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引前当期損益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	法人税等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引後当期損益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	資

金

計

画
	資金需要
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	初期投資費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資金調達
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	内部留保
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	資本金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期資金過不足
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資金過不足累計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	借入金残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運転借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


②サービス購入料算定対象外業務　
・自主事業　　
　　
             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	
	Ｈ22
	Ｈ23
	Ｈ24
	Ｈ25
	
	
	
	
	Ｈ36
	Ｈ37
	Ｈ38

	（年度）

科目　　　　　　　　　　　　　　（開業後年度)
	2010
	2011
	2012
	2013
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	2024
	2025
	2026

	
	
	
	１
	2
	
	
	
	
	13
	14
	15

	収

支

計

画
	収入計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	自主事業収入（施設利用料金収入除く）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支出計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	自主事業経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


・物品販売、飲食提供業務

	
	Ｈ22
	Ｈ23
	Ｈ24
	Ｈ25
	
	
	
	
	Ｈ36
	Ｈ37
	Ｈ38

	（年度）

科目　　　　　　　　　　　　　　（開業後年度)
	2010
	2011
	2012
	2013
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	2024
	2025
	2026

	
	
	
	１
	２
	
	
	
	
	13
	14
	15

	収

支

計

画
	収入計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	物品販売業務収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	飲食提供業務収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支出計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	物品販売業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	飲食提供業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


＜参　考＞

参考として、ＳＰＣ全体の収支を確認するため、上表①及び②（物品販売、飲食提供業務除く）を合算した表を作成すること。

長期収支計画表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　
             　　　　(単位：千円)

	
	Ｈ22
	Ｈ23
	Ｈ24
	Ｈ25
	
	
	
	
	Ｈ36
	Ｈ37
	Ｈ38

	（年度）

科目　　　　　　　　　　　　　　（開業後年度)
	2010
	2011
	2012
	2013
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	･ ･ ･
	2024
	2025
	2026

	
	
	
	１
	2
	
	
	
	
	13
	14
	15

	収

支

計

画
	収入計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	サービス購入料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	施設利用料金収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	自主事業収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支出計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	維持管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運営業務費（自主事業経費除く）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	自主事業経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	公租公課
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	保険料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	割賦原価
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支払利息
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引前当期損益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	法人税等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引後当期損益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	資

金

計

画
	資金需要
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	初期投資費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資金調達
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	内部留保
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	資本金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期資金過不足
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資金過不足累計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	借入金残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運転借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


長期収支計画表

～本表作成時の留意事項～

・消費税及び地方消費税、物価変動は除いて計算すること。　

・「施設利用料金収入」には、自主事業で利用者から徴収する参加料金に含む個人利用の施設利用料金も含み記入すること。　

・「自主事業収入」には、自主事業で利用者から徴収する参加料金から個人利用の施設利用料金を差し引いた金額を記入すること。

※ 上記二つの留意事項については、要求水準書 101ページ“イ”を参照すること。

・Ａ３版横長１枚で記入すること。

· 収入、支出、資金需要及び資金調達の内訳については、前頁表中の項目（例示）を基本とするが、必要に応じ適宜項目欄を増やすことは可とする。できる限り詳細に記入すること。
・各項目の算定根拠は、様式Ⅱ-６-１～様式Ⅱ-６-５「長期収支計画の前提－１～５」にそれぞれ記入すること。

· 見積書等の他様式と関連のある項目の数値については、相互に整合性のとれる形で記入すること。

・各年の費用は、原則として各年４月～翌年３月の１年間の費用を記入すること。

· 金額は、千円未満切捨てで記入すること。

本頁は、資料作成上の留意事項を記載したものであり、事業提案書への添付は不要とする。

（様式Ⅱ－６－７）

キャッシュフロー計算書

	
	
	
	
	
	
	
	（単位：千円）

	
	
	H22
	H23
	H24
	H25
	
	H36
	H37
	H38

	
	（年度）
	2010
	2011
	2012
	2013
	・・・・・・・・・・・・
	2024
	2025
	2026

	科目
	（開業後年度）
	
	
	1
	2
	
	13
	14
	15

	キャッシュインフロー計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	利払前割賦原価戻入れ後

税引後利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資本金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	設備借入金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他 ※
	
	
	
	
	
	
	
	

	キャッシュアウトフロー計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	初期投資費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	元本
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	利息
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他 ※
	
	
	
	
	
	
	
	

	ネットキャッシュフロー
	
	
	
	
	
	
	
	

	配当
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＤＳＣＲ
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	プロジェクトＩＲＲ
	
	
	
	

	ＥＩＲＲ
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	提案受付番号：


＜参　考＞

参考として、ＳＰＣ全体を確認するため、サービス購入料算定の対象業務と対象外業務（飲食提供及び物品販売除く）を合算した表を作成すること。

キャッシュフロー計算書

	
	
	
	
	
	
	
	（単位：千円）

	
	
	H22
	H23
	H24
	H25
	
	H36
	H37
	H38

	
	（年度）
	2010
	2011
	2012
	2013
	・・・・・・・・・・・・
	2024
	2025
	2026

	科目
	（開業後年度）
	
	
	1
	2
	
	13
	14
	15

	キャッシュインフロー計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	利払前割賦原価戻入れ後

税引後利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資本金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	設備借入金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他 ※
	
	
	
	
	
	
	
	

	キャッシュアウトフロー計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	初期投資費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	元本
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	利息
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他 ※
	
	
	
	
	
	
	
	

	ネットキャッシュフロー
	
	
	
	
	
	
	
	

	配当
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＤＳＣＲ
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	プロジェクトＩＲＲ
	
	
	
	

	ＥＩＲＲ
	
	
	
	


キャッシュフロー計算書

～本表作成時の留意事項～

・消費税及び地方消費税、物価変動を除いて計算すること。

・長期収支計画表（様式Ⅱ－６－６　①サービス購入料算定対象業務）と整合性をとった形で記入すること。

・＜参考＞表については、同書式に記載事項の指示に従い記入すること。

・金額は、千円未満切捨てで記入すること。

・Ａ３版横長１枚で記入すること。

・本頁は、資料作成上の留意事項を記載したものであり、事業提案書への添付は不要とする。

※その他は、可能な範囲で具体的かつ詳細に記入すること。

（様式Ⅱ－６－８）

運転資金増加への対応


事業期間中におけるサービス購入料の減額や予期せぬ出来事等の発生により、運転資金が不足になり増加の必要が生じた場合の対応策について、想定される対応策を下表から選択し（複数可）、選択した数に合わせて、その具体的内容を記入すること。

	想定される対応策
	チェック欄
	具体的内容

	スポンサー等による追加出資、劣後ローン
	
	

	スポンサー等の信用力による運転資金枠の設定
	
	

	配当部分の一部積立て
	
	

	予備費を含めた資金調達
	
	

	その他
	
	


（Ａ４版、適宜）

	提案受付番号：


（様式Ⅱ－６－９）

リスクへの対応


①入札説明書の「別添資料１リスク分担表」に記載の内容を踏まえ、特別目的会社（以下ＳＰＣ）が負担するリスクについて、グループの構成員間での分担内容等、基本的な考え方を記入すること。

	


②ＳＰＣが負担するリスクとグループの構成員以外の者が負担するリスクに分類した上で、想定されるリスクの種類を記入すること。また、これらのリスクについて具体的に対応策を検討している場合は、その内容を下表に記入すること。

	分類
	主体
	リスクの種類
	検討している対応策

	ＳＰＣ

（各構成員）
	
	
	

	
	
	
	

	構成員以外
	
	
	

	
	
	
	


・主体は、金融機関や保険会社等の業務遂行者（プレーヤー）を記入すること。

・必要に応じ、適宜項目を追加すること。

③入札条件以外に保険を付保する場合は、保険の種類について、下表の選択肢のうち該当する種類を選択し（複数可）、可能な範囲で想定される保険の内容を記入すること。

	種類
	チェック欄
	内容

	工事保険
	
	

	動産総合保険
	
	

	コンピューター総合保険
	
	

	違約金保険
	
	

	利益保険
	
	

	地震保険
	
	

	その他
	
	


・選択肢にない保険を付保する場合は、適宜項目を追加すること。

（Ａ４版、適宜）

	提案受付番号：


（様式Ⅱ－６－10）

償還表（サービス購入料の支払い）

　　　　　　（単位：千円）

	
	
	Ｈ24
	Ｈ25
	…
	Ｈ37度
	Ｈ38度
	H39度

	
	年度
	2012度
	2013度
	…
	2025度
	2026度
	2027度

	
	月
	10
	1
	4
	7
	10
	1
	4
	7
	10
	1
	4
	7
	10
	1
	4
	7
	10
	1
	４

	サービス購入料１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	サービス購入料２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち初期投資費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち支払利息
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	サービス購入料３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち建築物保守管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち建築設備保守管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち備品等保守管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち屋外施設保守管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち一般施設環境衛生管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち清掃業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち植栽維持管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち警備業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち修繕・更新業務
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ＳＰＣ経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	サービス購入料４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち総合管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち施設管理業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち健康増進アドバイス業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち施設における各種教室等の実施業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち送迎バス運営業務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ＳＰＣ経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（単位：千円）

	
	
	Ｈ24
	
	Ｈ29
	
	Ｈ37
	
	Ｈ38 
	H39

	
	年度
	2012度
	…
	2017度
	…
	2025度
	…
	2026度
	2027度

	
	月
	10
	1
	
	4
	7
	10
	1
	
	4
	7
	10
	1
	
	4
	7
	10
	1
	４

	サービス購入料５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水費等相当分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	公租公課・保険料等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	サービス購入料合計

（四半期ごと支払い）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　同上　　　（１年間計）
	
	
	
	
	…
	
	
	
	
	
	
	


償還表(サービス購入料の支払)

～本表作成時の留意事項～

· 本表には、特別目的会社（ＳＰＣ）が市に求めるサービス購入料の支払いを、各業務の見積書と整合性の取れる形で記入すること。

· サービス購入料の支払いは、入札説明書「添付資料２サービス購入料の支払いについて」に記載の方法により算定し記入すること。

· サービス購入料の支払いを四半期毎に平準化して記入すること。平準化するに当たっての算出根拠を様式Ⅱ-６-11「市が支払うサービス購入料総額及びサービス購入料算出の根拠」に記載すること。

· その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入すること。

· 消費税及び地方消費税、物価変動を除いて計算すること。

· 金額は、千円未満切捨てで記入すること。

· Ａ３版横長（枚数は適宜）で記入すること。

· 各業務費の内訳は、可能な限り具体的に記入すること。

· 必要に応じて適宜項目を追加・修正すること。

（様式Ⅱ－６－11）
市が支払うサービス購入料総額及びサービス購入料算出の根拠

	対価
	①事業期間合計額(千円)（※１）
	②積算根拠
	③各期支払いを平準化するに当たっての算出方法（※２）　　

	
	消費税抜き
	消費税込み
	
	

	１．サービス購入料１
	
	
	
	

	２．サービス購入料２
	
	
	
	

	
	割賦払分元本（初期投資費）
	
	
	
	

	
	割賦払にかかる支払利息（※３）
	
	
	支払利息　　％

（基準金利　%　+　ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ%）
	

	３．サービス購入料３
	
	
	（※４）
	

	
	うち建築物保守管理業務費
	
	
	
	

	
	うち建築設備保守管理業務費
	
	
	
	

	
	うち備品等保守管理業務費
	
	
	
	

	
	うち屋外施設環境衛生管理業務費
	
	
	
	

	
	うち一般施設環境衛生管理業務費
	
	
	
	

	
	うち清掃業務費
	
	
	
	

	
	うち植栽維持管理業務費
	
	
	
	

	
	うち警備業務費
	
	
	
	

	
	うち修繕・更新業務費
	
	
	
	

	
	ＳＰＣ経費
	
	
	
	

	４．サービス購入料４
	
	
	（※４）
	

	
	うち総合管理業務費
	
	
	
	

	
	うち施設管理業務費
	
	
	
	

	
	うち健康増進アドバイス業務費
	
	
	
	

	
	うち施設における各種教室等の実施業務費（要求事業）
	
	
	
	

	
	うち送迎バス運営業務費
	
	
	
	

	
	ＳＰＣ経費
	
	
	
	

	５．サービス購入料５
	
	
	
	

	
	うち電気料金
	
	
	
	

	
	うちガス料金
	
	
	
	

	
	うち上水道料金
	
	
	
	

	
	うち下水道料金
	
	
	
	

	
	うち通信費
	
	
	
	

	
	うちその他
	
	
	
	

	SPCに対し市が支払うｻｰﾋﾞｽ料

総計（１+２+３+４+５）
	
	（※５）
	
	


・必要に応じ適宜項目を追加・修正すること。

・可能な範囲で具体的に記入すること。

・他の見積書、事業計画提案書等と整合性をとった形で記入すること。

· １　様式Ⅱ-６-10「償還表（サービス購入料の支払い）」で記入した、各サービス購入料の事業期間の合計額を記入すること。ただし、実際の支払いにおいては、物価変動、光熱水費の料金改定、光熱水費の実績等を勘案して定めることとする。

· ２　様式Ⅱ-６-10「償還表（サービス購入料の支払い）」の各四半期の支払いを平準化するにあたっての算出方法を記入すること。

· ３　市が支払うサービス購入料の算定根拠となる、基準金利1.877％（平成21年12月28日の東京時間午前10時にテレレート17143頁に発表されたTSR6ヶ月LIBORベース15年物(円―円)）及び上乗せするスプレッドを表中に記入すること。また、当該スプレッドの算定根拠を以下の枠内に記載すること。

（スプレッドの算定根拠）

	


· ４　施設利用料金収入によって回収できない維持管理業務費及び運営業務費相当であることを踏まえ（入札説明書　添付資料２参照）、サービス購入料の積算根拠を具体的に記入すること。

· ５　市が支払うＳＰＣに対するサービス購入料総額の事業期間合計額が様式Ⅱ-１-４「入札書」に記入する入札価格となる。

	提案受付番号：


提案受付番号：








